予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　福祉総合相談センター運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉係　電話番号：058-272-8261
　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費    32,480千円（前年度予算額：31,901千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	31,901
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	31,901

	要求額
	32,480
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	32,480

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　高齢者や障がい者本人、家族等が抱える悩みごと、相談ごとに対する対応のみならず、県民と直接相対する各市町村、民間社会福祉施設職員とのバックアップ機能として、総合的かつ迅速に対応する「岐阜県福祉総合相談センター」の運営に係る経費。

（２）事業内容

　【福祉総合相談センターの事業内容】
　 ○福祉に関する総合相談窓口として、ワンストップサービスを提供
　 ○福祉講演会、福祉関係者の資質向上のための各種研修会等の実施

○法律、住宅改修などに関する専門相談
　　　 高齢者等の生活を守るための法律相談や在宅介護を有効に行うための住宅改修、福祉用具等に関する相談に、弁護士、建築士、理学療法士などの専門家が対応する。
　 ○市町村等の支援
    　 市町村及び福祉関係者のサポート（後方支援）
　 ○インターネットホームページなどによる情報提供
    　 主な相談内容（よくある相談・質問）、対応方法などを掲載するとともに、相談事例集などを発行
　＜近年の相談実績＞

	
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度

	高齢者分野
	396
	302
	198
	145
	162

	障害者分野
	787
	465
	1,000
	1,219
	1404

	児童分野
	5
	10
	10
	1
	１

	女性分野
	225
	66
	219
	210
	19

	その他
	292
	354
	595
	399
	118

	合計
	1,540
	1,197
	2,022
	1,974
	1,704


（３）県負担・補助率の考え方

福祉総合相談センターは、高齢・障害・生活全般に関わり広い間口で対象を受入れ、公的サービス利用の情報提供が可能なセンターである。利用者にとっては、困ったことが起きた場合に、一カ所で相談できるワンストップサービスが提供されており、早期に適切な支援を受けることができる。
　　　また、各相談機関の連携は重要かつ必要不可欠であるため、福祉相談関係機関連絡会議を開催し、連携・情報交換を実施するなど、県のシンクタンク機能を果たしていることからも、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	32,339
	福祉総合相談センター運営委託料

	その他
	141
	県事務費

	合計
	32,480
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第二期岐阜県地域福祉支援計画・第三期岐阜県地域福祉支援計画(案)　

（２）事業主体及びその妥当性
　　　本業務は、高齢者・障がい者本人や家族からの相談への対応はもとより、市町村・民間社会福祉施設職員を支援するシンクタンク機能を果たすことが求められることから、事業委託先には福祉の幅広い分野における深い理解と経験が必要となる。岐阜県福祉事業団は、相談・支援業務に関して蓄積された豊富な知識と経験があり、各種関係機関とのネットワークの構築を充分に図ることができることから、委託先として妥当と考えている。
事業評価調書
	□ 新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
 　高齢者・障がい者本人や家族が抱える福祉・医療・生活などに関する様々な相談に対して、適切かつ迅速に対応する。
あわせて、県民と直接相対する市町村や民間社会福祉施設等の窓口職員への支援機能・シンクタンク機能を担い、広く県民福祉の向上を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	「福祉なんでも110番」相談件数
	（H　）
	2,022件（H22）
	1,974件
（H23）
	1,704件
（H24）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	福祉総合相談センターの周知は充分に行われており、増加を目標とすることはできない。年間相談件数も政策的に誘導する余地がない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○福祉に関する総合相談窓口「福祉なんでも１１０番」を開設し、ワンストップサービスを実施。

○福祉講演会等、各種研修会の実施。

・市町村相談窓口担当職員等研修　年6回

　第1回　平成25年5月17日　

テーマ：「事例からみる障害者虐待防止法と市町村対応について」

実績： 受講者　３３人
第２回　平成25年6月17日　

テーマ：「事例からみる障害者虐待防止法と市町村対応について」
実績：  受講者　１７人 

第３回　平成25年７月12日

　　　テーマ：「障害者施設における虐待対応について」
実績： 受講者　 ３３人　
　　 第４回　平成25年9月2日　　　　　　　　　　　　　　　　

テーマ：「相談の受け方～相談窓口職員のメンタルヘルス」
実績： 受講者　　３２人
第５回　平成25年10月22日　　　　　　　　　　　　　　　　

テーマ：「障害者施設における虐待対応について」
第６回　平成25年11月6日　　　　　　　　　　　　　　　　

テーマ：「相談の受け方～相談窓口職員のメンタルヘルス」
・平成25年8月26日　　福祉相談関係機関連絡会議の実施

・平成25年10月17日　 平成２５年度福祉講演会の開催

　　　　　　　　　　　　テーマ：「不登校とひきこもり」

　　　　　　　　　　　　講師：長谷川　博一氏　　　　　　　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・平成25年4月1日から8月31日までに、684件の相談を受付け。

・平成25年度版福祉データブック及び相談事例集を作成し、関係諸機関に配布。

・福祉講演会では、約200名の県民や関係者が聴講。

・福祉相談関係機関連絡会議を開催し、関係諸機関の連携の在り方を協議するとともに、情報交換を実施。

・市町村相談窓口担当職員研修により、市町村・民間社会福祉施設等の職員の資質向上支援を実施。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	少子高齢化社会の進展、地域のつながりの希薄化、経済情勢の悪化などによる環境の変化により、福祉課題が増大、複雑、深刻化している今日においては、総合的な窓口として複合化・複雑化する相談に適切・迅速に対応していく本センターの業務は必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	近年の年間相談件数はおよそ2，000件あり、業務を開始した平成17年度と比較すると年々相談件数が増加していることからも、本事業は県民にとって必要不可欠であると判断できる。また相談業務のみならず、市町村や民間社会福祉施設などの窓口職員への支援機能・シンクタンク機能を担っており、総合相談センターとしての機能を充分に果たしている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	本センターで実施する各種研修の内容や事例集の内容及び配布数については、毎年検討を行い、県民や関係者にとって有効な情報を適切に提供できるように精査が行われている。


　
（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　本センターの機能は、福祉に関する総合的な相談窓口として重要な役割を担っているが、各種専門の相談機関も県内には存在することから、それらの相談機関と緊密に連携していくとともに、市町村相談窓口担当者の資質向上のための相談体制支援機関としての特殊性を高めることが今後必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　複合化・複雑化する相談事例に適切かつ迅速に対応できる福祉相談窓口の要として、各分野の相談機関との連携を図りながら、本事業を継続していく。


